
地域医療構想に係る議論の状況と島根県の今後の進め方について 

 

厚生労働省において、「新たな地域医療構想」と、現行の「２０２５年に向けた地域医療構想」

について、それぞれ検討が進められている。現在の議論の状況と、当面の島根県の進め方等につ

いて下記のとおり報告します。 

 

記 

1. 新たな地域医療構想について 

   新たな地域医療構想については、病院のみならず、かかりつけ医機能や在宅医療、医療・

介護連携等を含め、地域の医療提供体制全体を地域医療構想として検討が進められてい

る。参考１ 

   厚生労働省が設置する検討会の直近の議論では、新たな地域医療構想が目指す方向性や

視点・手法として、以下のような案が示されている。参考２ 

  身近な地域におけるかかりつけ医機能やそれを支える入院機能等、より広い区域に

おける二次救急等を受け入れる機能、さらに広い区域における三次救急や人材確保

等の拠点となる機能等の確保など、階層的に地域で必要な医療提供体制の確保を目

指す。 

  2040 年ごろを見据えて、地域の医療提供体制全体の将来ビジョン（方向性）を示し、

それを踏まえ、医療機関から現在の役割・機能と将来の方向性を報告して、地域で

協議を行うとともに、将来ビジョンを実現するための様々な施策を講じる。 

  国において、2040 年頃を見据えた地域の類型ごとの医療需要の変化に対応する区域

の在り方や医療提供体制のモデルを示す。 

   令和７(2025)年度中に厚生労働省がガイドラインを発出し、令和８(2026)年度に都道府

県で構想を策定するスケジュールが示されており、保健医療計画の中間見直しと同時期の

作業となる予定となっている。 参考３ 

 

2. 2025 年に向けた地域医療構想について 

  今年度、厚生労働省は現行の地域医療構想を更に推進するため、医療提供体制上の課

題や重点的な支援の必要性があると考えられる「推進区域」を設定し、構想区域での課

題解決に向けた取組の推進を図ることとされた。 参考４ 

  島根県では、中山間地域や離島で必要な医療機能を確保・維持することが大きな課題

であり、これまで二次医療圏毎に、保健所が中心となり、医療機関、関係団体、市町村等

と連携し、圏域の調整会議等で協議し、圏域内の役割分担や連携体制を検討してきた。 

 また、各圏域の医療機関と三次医療機関との役割分担や連携体制についても県全体の

課題として検討を進めてきたところであるが、今回の「推進区域」の設定に当たっては、

県全域を推進区域に設定し、島根県医療審議会 地域医療構想部会の場で、引き続き全県

的な検討を進めることとしたい。  参考５ 参考６ 

資料３ 
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